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(百万円未満切捨て)

１．平成28年10月期第１四半期の連結業績（平成27年11月１日～平成28年１月31日）

（１）連結経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年10月期第１四半期 7,098 △13.7 △802 ― △871 ― △904 ―

27年10月期第１四半期 8,220 △24.4 △665 ― △750 ― △794 ―

(注) 包括利益 28年10月期第１四半期 △911 百万円 ( ― ％) 27年10月期第１四半期 △790 百万円 ( ― ％)
　

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
円 銭 円 銭

28年10月期第１四半期 △19.72 ―

27年10月期第１四半期 △17.32 ―
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年10月期第１四半期 46,053 17,062 36.7

27年10月期 46,059 18,432 39.7

(参考) 自己資本 28年10月期第１四半期 16,894 百万円 27年10月期 18,269 百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年10月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00

28年10月期 ―

28年10月期(予想) 5.00 ― 10.00 15.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．平成28年10月期の連結業績予想（平成27年11月１日～平成28年10月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 14,200 △34.5 △1,700 ― △1,800 ― △1,900 ― △41.42

通 期 47,000 △6.2 2,900 △19.5 2,600 △21.0 1,900 △30.0 41.42
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年10月期１Ｑ 45,964,842株 27年10月期 45,964,842株

② 期末自己株式数 28年10月期１Ｑ 93,116株 27年10月期 93,016株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年10月期１Ｑ 45,871,754株 27年10月期１Ｑ 45,871,926株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

　この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点においては、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定

性的情報 （３） 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間のわが国の経済は、政府による景気対策の継続などにより全体的に緩やかな回復傾向が

見られるものの、中国及びアジア新興国景気の減速や株価の急落・為替の円高推移により、先行きが不透明な状況が

続いております。

住宅業界につきましては、当第１四半期連結累計期間における持家部門の新設住宅着工戸数は、前年同期比0.7％減

（国土交通省建築着工統計調査）となっており、足踏み傾向が続いておりますが、日本銀行のマイナス金利政策、政府

によるＺＥＨ（ネットゼロエネルギーハウス）補助金の普及等により、今後の増加傾向が見込まれます。

こうした経営環境の中、当社グループは、主力商品の「やまとシリーズ」、「Ｊ・シリーズ」を中心に販売推進に取

り組んでおります。当第１四半期連結会計期間においては、展示場受注強化のために営業力強化推進部を新設し、営

業員の教育・訓練に重点を置いた対策を実施しました。また、拠点の整備等を行い、更なる原価率改善及び経費削減

を推進しております。

以上の結果、売上高は70億98百万円（前年同期比13.7％減）、営業損失は８億２百万円（前年同期の営業損失は６億

65百万円）、経常損失は８億71百万円（前年同期の経常損失は７億50百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は

９億４百万円（前年同期の親会社株主に帰属する四半期純損失は７億94百万円）となりました。

なお、当社グループの売上高は主力事業である住宅事業において季節的変動要因により第１四半期の完成工事高が

低水準となるため、当第１四半期連結累計期間において親会社株主に帰属する四半期純損失を計上しております。

　
セグメントの業績は、次のとおりであります。

　
① 住宅事業

住宅事業につきましては、新規受注が消費税増税後の反動減の回復傾向を受けて前年同期比９億53百万円増加して

おります。期首受注残高が前連結会計年度と比較して36億９百万円減少したことにより、売上高は52億15百万円（前

年同期比17.7％減）、営業損失は８億７百万円（前年同期の営業損失は５億64百万円）となりました。

なお、業績の先行指標である受注残高につきましては、前年同期末比25億69百万円減となりました。

　
② ホテル事業

ホテル事業につきましては、ホテル森の風立山の北陸新幹線開業（平成27年３月）の影響による集客数の増加等に

より、売上高は16億61百万円（前年同期比0.4％増）となり、営業利益は２億28百万円（前年同期比22.7％増）となり

ました。

　
③ ビール事業

ビール事業につきましては、売上高は２億５百万円（前年同期比3.4％減）、営業損失は５百万円（前年同期の営業

損失は10百万円）となりました。

　
④ その他事業

その他事業につきましては、太陽光発電事業であり、売上高は15百万円（前年同期比7.5％減）、営業利益は５百万

円（前年同期比34.5％減）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、流動資産（主に現金預金）の増加１億50百万円、固定資産（主に

減価償却累計額及び減損損失累計額）の減少１億57百万円により、前連結会計年度末と比較して６百万円減少し、460

億53百万円となりました。負債は、流動負債（主に短期借入金）の増加18億５百万円、固定負債（主に長期借入金）

の減少４億41百万円により、前連結会計年度末と比較して13億63百万円増加し、289億90百万円となりました。

なお、自己資本は168億94百万円、自己資本比率は36.7％となりました。

　

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成28年10月期の連結業績につきましては、平成27年12月15日に公表した予想に沿って進捗しており、変更はあり

ません。

　

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主

持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期

連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。ｖ

これによる損益に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年１月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,778 7,907

受取手形・完成工事未収入金等 1,066 847

未成工事支出金 399 624

販売用不動産 2,694 2,664

商品及び製品 109 99

仕掛品 12 10

原材料及び貯蔵品 262 279

繰延税金資産 808 789

その他 555 615

貸倒引当金 △19 △18

流動資産合計 13,667 13,818

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 41,160 41,124

機械、運搬具及び工具器具備品 4,664 4,655

土地 11,064 11,110

リース資産 3,655 3,690

建設仮勘定 59 168

減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,542 △32,811

有形固定資産合計 28,062 27,938

無形固定資産 621 603

投資その他の資産

投資有価証券 63 56

長期貸付金 253 250

退職給付に係る資産 79 99

繰延税金資産 2,321 2,328

破産更生債権等 8 8

その他 1,292 1,262

貸倒引当金 △311 △311

投資その他の資産合計 3,708 3,693

固定資産合計 32,392 32,235

繰延資産

社債発行費 0 ―

繰延資産合計 0 ―

資産合計 46,059 46,053
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,401 1,959

短期借入金 1,907 7,167

1年内償還予定の社債 5 ―

1年内返済予定の長期借入金 1,654 1,637

リース債務 519 565

未払法人税等 366 26

未成工事受入金 1,568 2,128

完成工事補償引当金 209 209

賞与引当金 623 270

その他 3,062 2,158

流動負債合計 14,316 16,122

固定負債

長期借入金 8,838 8,496

リース債務 1,320 1,242

役員退職慰労引当金 696 680

退職給付に係る負債 1,393 1,383

資産除去債務 297 304

その他 763 760

固定負債合計 13,310 12,868

負債合計 27,626 28,990

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 22 22

利益剰余金 14,265 12,902

自己株式 △20 △20

株主資本合計 18,140 16,777

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25 19

退職給付に係る調整累計額 103 97

その他の包括利益累計額合計 128 116

非支配株主持分 163 168

純資産合計 18,432 17,062

負債純資産合計 46,059 46,053
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年１月31日)

売上高 8,220 7,098

売上原価 5,000 4,225

売上総利益 3,219 2,873

販売費及び一般管理費 3,884 3,675

営業損失（△） △665 △802

営業外収益

受取利息 0 0

受取保険金 ― 7

雑収入 12 13

営業外収益合計 13 21

営業外費用

支払利息 94 73

雑支出 3 16

営業外費用合計 98 90

経常損失（△） △750 △871

特別損失

固定資産除却損 ― 2

特別損失合計 ― 2

税金等調整前四半期純損失（△） △750 △873

法人税、住民税及び事業税 29 9

法人税等調整額 8 15

法人税等合計 38 25

四半期純損失（△） △789 △899

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 5

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △794 △904
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年１月31日)

四半期純損失（△） △789 △899

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 △6

繰延ヘッジ損益 0 ―

退職給付に係る調整額 △3 △5

その他の包括利益合計 △1 △12

四半期包括利益 △790 △911

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △795 △916

非支配株主に係る四半期包括利益 5 5
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年11月１日 至 平成27年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書

計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 ビール事業 その他事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 6,336 1,654 213 16 8,220 ― 8,220

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― 20 28 ― 48 △ 48 ―

計 6,336 1,674 241 16 8,268 △ 48 8,220

セグメント利益又は損失
（△）

△ 564 186 △ 10 8 △ 379 △ 285 △ 665

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△285百万円には、セグメント間取引消去△12百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△273百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年11月１日 至 平成28年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書

計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 ビール事業 その他事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 5,215 1,661 205 15 7,098 ― 7,098

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― 19 34 ― 54 △ 54 ―

計 5,215 1,681 239 15 7,152 △ 54 7,098

セグメント利益又は損失
（△）

△ 807 228 △ 5 5 △ 578 △ 223 △ 802

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△223百万円には、セグメント間取引消去△13百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△210百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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５．補足情報

生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

住宅事業、ホテル事業及びその他事業は生産実績を定義することが困難であるため、ビール事業の生産実績を

記載しております。

当第１四半期連結累計期間における生産の実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（ｋｌ） 前年同期比（％）

ビール事業 413 △ 3.9

（２） 受注状況

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。

当第１四半期連結累計期間における受注の状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称 部門別 受注高（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業

建築部門 5,842 ＋ 14.6

不動産部門 1,233 ＋ 20.6

計 7,075 ＋ 15.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（３） 販売実績

当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業 5,215 △ 17.7

ホテル事業 1,661 ＋ 0.4

ビール事業 205 △ 3.4

その他事業 15 △ 7.5

計 7,098 △ 13.7

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

決算短信 （宝印刷）  2016年04月13日 12時40分 11ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）


